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研究ノート
貨幣価値と物価指数
ーいわゆる「物価指数の経済理論」の検討ー
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問題の所在
物価指数は，物価変動の指標として，国民生活ならびに経済過程の重要な分析手段の一
つとなっている。特に近年の著しい物価騰貴は，物価指数（特に消費者物価指数）に対す
る国民の強い関心を呼び起こし，その問題点も幾つか明らかにされている1)。しかし，物
1)現行の消費者物価指数の具体的検討としては次の文献がある；
石田望，「消費者物価指数に関する若干の考察」（『東京経済大学創立65周年記念論集』）．
「政府物価統計の欺まん性ー消費者物価指数を中心として一」（『経済」 1968年4月）．
「主成分分析法による物価指数の試算」（『統計学』第20号， 1969年9月）． 「物価統計
の意味とからくり」（『経済』,1970年10月）。
池田茂．「消費者物価指数は正しいか」（『世界経済評論』， 1964年2月）
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価指数には，その具体的諸形態一卸売物価指数，小売物価指数，消費者物価指数などーに
よってその内容も相異なるが，その作成の技術的過程の諸問題（価格系列，ウエイトと基
準，指数算式の選択，指数系列の吟味と結合等）とともに，その前提にある理論的過程の
諸問題ー物価指数の測定対象の経済理論的規定の諸問題に多くの曖昧な点を含んでいる。
それは，物価指数の測定対象の基礎概念である「物価」，「物価水準」，「貨幣価値変動」な
どの諸概念の経済理論的意味とその測定結果である物価指数の対象反映性の問題である。
例えば，現行の消費者物価指数では「全国の消費者世帯……が購入する各種の商品とサー
ビスの価格を総合した物価の変動を時系列に測定するもの」 2)と規定されているが，ここ
でいう「物価」あるいは「物価の変動」とは何を意味し，何を表現しているのか（貨幣価
値変動なのか，生計費変動なのか）など，はなはだ不明瞭である。
本稿では，物価指数の基礎にある「経済理論」に焦点をあて，物価指数の経済的意味に
ついて若干考察を加える。物価指数論では，歴史的にみて， その「目的」（測定対象）と
して，大別すると貨幣価値変動の測定と生計費変動の測定が置かれてきた。 R. フリッシ
ュ流の分類3)によると， 主として「原子論的指数論」（確率的指数論とテスト的指数論）
では貨幣価値変動の測定を， 「関数論的指数論」では生計費穿動の測定を「目的」におい
高木秀玄，「指数について」（『統計学」第16号， 1966年10月）
山田貢，「消費者物価指数の問題点」（『統計学」第13号， 1964年10月）
また，消費者物価指数の作成のための基礎資料である小売物価統計ならびに家計調査
報告の吟味・批判としては，次の文献参照；
大橋隆憲，「商品と商品統計」（『統計学』，第19号， 1968年9月）
山田貢，「『家計調査』対象世帯の性格について」（『統計学』，第16号， 1966年10月）
横本宏，「家計調査における家計癖方式について」（『統計学』，第25号， 1972年3月）
2) 「昭和40年基準，消費者物価指数の改正について（解説編）」，総理府統計局，昭和42
年2月， 8ペー ジ。
3) Frisch Ragner, Annual survey of general economic theory : The problem 
of index numbers. Econometrica Vol 4 1936. 周知のようrぅ R.フリノンュによ
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ると，「確率的指数論」（代表・エッジワース）と「テスト的指数論」（代表， I. フィ
ッシャー）は「原子論的方法」 (atomisticapproach) と呼ばれ，それが価格と数最
を「独変変数の二組」とみなしているのに対し，新しく提起された「関数論的方法」
(functional approach) では， 「一定の特徴的諸関係が価格と数蘊との間に存在す
ると仮定」され，主観価値説的意味での「同等の満足度」を与える貨幣支出の比較が
問題とされる (ibid.,p.3)。そこでは，貨幣価値変動の測定は主観的貨幣価値の変動
の測定，すなわち主観価値説的（限界効用的）生計費変動の測定を意味する。
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ていた。だが後述するように生計費変動の測定は貨幣価値変動の測定の別な表現ともいえ
るので，物価指数論は貨幣価値変動の測定をめぐって展開されてきたともいえる。本稿で
は，この貨幣価値と物価指数の問題をとりあげ，指数の基礎におかれた貨幣価値変動の経
済理論的意味を考察し，物価指数がいかなる対象のいかなる模写・反映なのかを明らかに
する。生計費変動測定の問題は，「関数論的指数論」との関係において， 別な機会に検討
を加えたいと思う。現代の物価指数論では，物価指数の形式的機態主義的規定が多くみら
れ，物価指数が何を表現しているか，すなわち物価指数の対象反映性の問題はほとんど言
及されないか，あるいは極く簡単に触れられるにすぎない4)。しかし，現実に物価指数を
利用する際には，貨幣価値変動指標として，あるいは生計費変動指標として利用されてい
る場合が多い。
物価指数論の基礎にある「経済理論」（いわゆる「物価指数の経済理論」）5)はすべて主
観価値説に立脚するものである。 したがって， 貨幣価値変動論の基礎概念（貨幣価値，
貨幣価値変動，物価水準など）は，主観価値説と名目主義的貨幣学説（主観的貨幣価値と
貨幣数量説）の上に構成されている。本稿では，物価指数論の主要課題の一つである貨幣
4)例えば.w. ノイヴァウェルは，論文「物価指数の構成．意味， 目的について」にお
いて，貨幣価値変動を測定対象とする非加重平均指数を論じる中で，一般物価水準（
貨幣価値はその逆数とされる） について， 「最近の国民経済理論は一般物価水準につ
いてのこの主張を固執してはいない。『物価水準』とは今日の解釈では平均計算の結
果であって，それ以上ではない」と述ぺている (WernerNeubauer, Uber die ko-
nstruktion, den Sinn und die Zwecke von Preisindexzahlen. Artikel im 
Umrisse einer Wirtschaftsstatistik, Herausgeben von Adolf Blind, 1966, S. 
207)。
また，現代の代表的な指数論者であるマジェットは，著作『指数』の中で，物価指
数の測定対象の歴史的変遷に言及して，次のように述べている； 「だが1914年頃以降
の指数文献は購買力の用語以上に イノフレーションとデフレーションの用語を使用
することになった。……問題はある時期の水準と他の時期の水準との間の差異を測定
することである。解答がみいだされるならば．それは指数と呼ばれる。」 (Mudgett.
B. D., Index Numbers, 1951, p. 7)現代の物価指数論では， Quality changeの
問題と Deflaterの問題がその中心を占めている。
5)いわゆる「物価指数の経済理論」については，森田氏の次の諸著作，参照；森田優三，
『物価指数の理論と実際」（昭和10年），『物価変動の測定』（昭和15)。特に貨幣価値変
動測定については，同氏の「貨幣価値と物価指数」（『国民経済学雑誌』， 第40巻第6
号，第41巻第1号，第2号）参照。
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価値変動測定論をとりあげ，それを批判的に検討することにより，主観価値説的物価指数
論の実体を明らかにし，客観価値説（労働価値説）に基礎をおく物価指数論の展開のため
の一礎石としたい。物価指数論における主観価値説と客観価値説との対決の問題は，蠅Jl
氏の物価指数論以来，いくつかの成果を収めているが，労働価値説の立場からの主観価値
説的物価指数の「経済理論」の吟味・批判については十分な研究が行なわれているとはい
えない6)。本稿はこの不十分さを埋める一つの試みである。
6) 1)労働価値説にたつ物価指数論の主要な文献には以下のものがある；
蛯川虎三， 「物価指数の意味」（『統計学研究 1』所収）， 1931年， および「物価指数」
（大阪商大経済研究所編『経済学辞典」所収）。
内海庫一郎，「物価指数論における主観価値説と客観価値説」（『国民経済』，第5巻第5
号）， 1950年5月，および「経済指数の意味と算式」（『エコノミスト」昭和32年6月
1日号）。
山田喜志夫，「物価指数の基礎理論一価値形態論と物価指数ー」（『国学院経済学』，第16,
巻第4号），昭和43年3月。
2)主観価値説的物価指数論の吟味・批判の文献としては，以下のものがある；
内海庫一郎，「物価指数の意味に関する一考察ーハーバラ一説に就いて一」（『経済論叢』，
第45巻第 3号），および「フラスケンパーの指数理論」（『経済論叢』，第47巻，第 3号）。
高崎貞夫，「フリッシュの『物価指数論展望」吟味」（『統計学』，第5号），「物価指数論
に関する覚え書」（『統計学』，第20号），および「ハーバラーの物価指数論について一限
界値理論の基礎と方法ー」（広島大学教養部紀要Il『人文・社会科学」第5集）
3)ソヴィエトにおける「プルジョア指数論」（『主観価値説的指数論」） の理論的批
判の主要な文献には以下のものがある；
1. r. MaJiblH, 0 HeKOTOpbIX Bonpocax MeTOAOJIOrHH 9KOHOM四 eCKHXHHAeKCOB. 
≪Bonpocbl 9KOHOMHKH≫, 1949, M6. 邦訳「経済指数の方法論に関する諸問題」（統計
研究会訳編『ソヴェトの統計理論』所収），
A. C. Ka3HHeu, Byp>Kya3Hble TeopHH HHAeKCOB (TeopH.11 11HAeKCOB, LlaCTb-
Il, fJiaBa 9, 1963.) 
また，「プルジョア指数論」の具体的現実的批判としては次の文献がある；
JI. M. UHpJIHH H A. 1. Tierpoa, Byp>Kya3Ha只 CT8THCHKa CKpbIBaeT npaBAY, 
M., rocnoJIHTH3仄ar,1953, 
B. 且.LiepMeHCK雌， 11HAeKc囚 t5yp>Kya3HOH CT8THCTHKH Ha CJiy>Koe KanHTa刀a,
M., roccTaTH紐 ar,1954, 
TI. TI. MacJIOB, KpHTH'leCKHH aHaJIH3 6yp>Kya3Hb!X CTaTHCTH'leCKHX nyt5JIHK-
auHH, M., AH CCP, 1955, fJiaua 5, 
C. M. HHKHTHH, 11皿 eKCblnpoMbll.llJieHHOH npoA邪UHHB KailHTaJIHCT四 ecKHx.
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本稿の構成は，第一に，測定対象である貨幣価値変動の諸理論に視点をすえながら，~
表的な貨幣価値変動測定論の主要な内容とそれの「変遷」を明らかにし，第二に，それを
踏まえて，貨幣価値変動測定論の基本的特徴を検討し，主観価値的物価指数論が，貨幣価
値変動測定において，何を対象とし，何を表現しようとしたか，すなわち主観価値説的物
価朦の客観的対象とその対象反映性を考察する。
I 貨幣価値変動の測定論
貨幣価値と物価指数の問題は，指数論成立以来の中心問題であり，物価指数論は貨幣価
値変動の測定をめぐって展開されてきたといって過言ではない。本章では，物価指数論の
基礎にある貨幣価値変動の諸理論をとりあげ，その主要な内容を明らかにしつつ，その測
定論の変遷を跡づけてみる。物価指数論の「発展」は，一般に「通説」とされる R.フリ
ッシュの分類（原子論的指数論と関数論的指数論）に従って跡づけられるが，それは主と
して測定方法としての指数算式論に依るものである。従って，ここでは，通説的指数算式：
論にとらわれず，測定対象である貨幣価値変動論の展開を中心に，測定論の代表的見解を
明らかにする。
1. 金価値変動の測定
物価指数の現代的形態の原型は， 19C世後半の金価値変動の測定をめぐる諸理論の中に
形成された。特に，ジェヴォンズ，ラスパイレスの物価指数論がそれである。
1) 19世紀50年代~60年にかけて，ヨーロッパにおいて，物価史上著名な一般物価の著
しい上昇がみられた1)。この一般物価の著しい上昇と深い関連があるとみられた歴史的事
crpaHax, M., roccraTH胡 aT,1958. 3KOHOMH'leCKHe Hf以eKchlB KanHTaJIHCT四 e・
ceKHX crpaHax,≪Haytea≫, 1965. 
これらの文献のうち，理論的批判としてはカズニエッ＿ツの文献，一具体的批判としては
ニキーティンの文献が最も体系的な内容をもっている。カズニエッツの文献では， ソヴ
エトにおけるプルジョア指数論批判としては初めて， 「関数論的指数論」の批判が試み
られている。 しかし，いづれも， 指数の基礎にある「経済理論」の批判は十分ではな
~' ゜1)当時の物価騰貴の資料については， Laughlin.J., The Principl(!S of Money, 1926, 
Chapter VI, Tables of Price, p. 142~224, 参照。特に，．「イギリスの物価 (1850~
1901)」(p.166-:-177), 「ハンプルグの物価 (1831~1863)」.(p. 1!)0~191)を参照。
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実は， 1848年のカルフォルニア， 1851年のオーストラリアの大金鉱の発見であった。大金
鉱の発見による金の供給量の増大が，金価値の低下，一般物価の上昇をもたらしたものと
みられたのである。そこで金価値変動と一般物価との関係が問題とされ，金価値変動の測
定方法として指数算式が論じられるようになった。当時，この一般物価上昇の原因をめぐ
って，三つの説が提起されていた。それは， (1)ゼートベアー，ニューマーチなどの商品生
産側の要因説， (2)ジェヴォンズなどの金価値低下説， (3)ラスパイレスなどの両要因の複合
作用説であった。金価値変動測定論としては， (2)と(3)の説が問題となる。
2)ジェヴォンズは，周知のように，主観価値説（限界効用理論）の立場から貨幣価値論
を展開する。しかし，そこでは，効用理論は財貨の価値の決定原理であっても貨幣の価値
の決定原理ではない。貨幣の価値は，その固有の価値（内在的価値）は問題とされず，貨
幣と交換される財貨との「相対価値」を意味するにすぎない。ジエヴォンズは「価値」なる
言葉の使用を避け，「価値は交換比率」を示めし，「購買力とは明らかに他の財貨に対する
交換比率」 2)であると述べ，貨幣価値を他の財貨との量的交換比率においてのみ捉える。
彼は「金価値の下落によって意味するすべてのことは，普通前の年よりもある財貨を購入
するのにより多くの金が必要とされるという事実である。二つの財貨の比較的価値は市場
において交換される数量の割合が変わるときに変化するといわれる」 3)と述べている。し
たがって，ジェヴォンズのいう金価値変動の測定は金と交換される財貨（商品）の数量の変
動の測定を意味し，財貨の価格と購入する財貨の数量との反比例関係において，金価値変
動は諸商品価格（一般物価）の変動の測定によって確定された。このような測定論の背後
には貨幣数嚢説の考え方があり， 金の供給量の増大は， 金の価値（相対価値） を低下さ
せ，一般物価を上昇させるという「貨幣（金）価値と一般物価との反比例関係」の前提がお
かれている。ジェヴォンズの物価変動論はこのような考え方の上に構成されており，物価
変動が商品側の個別価格の変動と貨幣側の金価値の変動によってひきおこされるが，商品
2) Jevons. W. S., The Theory of Policical Economy (First Edition 1871), Fourth 
ed., 1911, p. 77~79. 小泉，寺尾，永田訳「経済学の理論』（日本評論社版）， 90~ 
92ページ参照。また，同様な見解は， Moneyand the Mechanism of Exchange 
(First ed, 1875), Tokyo, Uhikaku, 1889, p. 10. 松本訳「貨幣及び交換機構』， 13
ページ，にも述べられている。
3) Jevons. W. S., A serious fal in the value of gold ascertained, and its social 
effects set forth, 1863. Investigations in Currency and Finance, 1884, p. 18. 
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側の個別価格の変動は指数算式として幾何平均をとることによって相互に相殺され，物価
変動の一般的要因である金価値変動が測定されるというのである。彼は幾何平均を使用す
る「経済理論的根拠」として次のように述べている； 「・・・・・・金のいかなる変動も等しい割
合ですべての価格に作用するからである；他の錯乱的原因が，それらが一つあるいはいく
つかの商品に惹起する価格変動に比例すると考えられるならば，価格のすべての個別的変
動は幾何平均によって互いに相殺され，金価値の純粋な変動がみつけ出されるだろう」4)。
また「各商品と商品グループの価格は，各々の商品に固有な原因と金すなわち価値尺度に
影響を与える原因によって変化する。後者はすべてに共通しており，それらの作用は多か
れ少なかれ，すべての商品の価格の一般的変動に示される」5) とも述べられている。ジェ
ヴォンズはこのような見地から「各年ごとの価格変動の比率の幾何平均」によって金価値
変動を測定し，「価値標準の変動」＝「金のデプリシェーションの事実」を実証し，「これら
の発見（大金鉱の発見一引用者）をデプリシェーションの本質的原因として扱わないこと
は不可能である」6) と結論づけている。ジェヴォンズのこの考え方は後のエッジワースな
どの「確率的指数論」の原型をなしており，貨幣数量説的貨幣価値変動測定論を貫ぬく基
本的考え方である。
3)ラスパイレスはゼエートベアーとニューマーチ，それにジェヴォンズの金価値変動
測定論を検討し， 「ゼートベアーとニューマーチが物価運動の基礎を余りにも個々の商品
の価格にみいだしたのに対し，ジェヴォンズは余りにも過少評価している」7) と批判し，
自らは物価変動を二大要因の複合作用として捉えようとした。彼は貨幣価値について次の
ように述べている；「貨幣価値（通常，交換価値）は貨幣と交換にどれほどの商品を入手し
うるかについてのその時々の貨幣の力」であり， 「商品の価値は貨幣も含めた他の商品を
どれほど入手しうるかについてのその時々の力である」8)。したがって「貨幣価値の減少」
(Sinken des Geldwerthes)または「貨幣の価値下落」 (Geldentwerthung)は「同じ
4) Jevons. W. S., The variation of prices and the value of the currency since 
1872, J. R. S. A. 1865. Investigation in Currency and Finance, p. 121~122. 
5) Ibid, p. 128. 
6) Ibid. p. 59. 
7) Laspeyres. E., Hamburgen waarenpreise 1851-1863 und die californisch-
australischen goldentdeckungen seit 1848. Ein Beitrag zur Lehre von der 
Geldentwerthung, Jahrb. f. Nat. und St, 3 Bd., 1864, S. 87. 
8) a. a. o., S. 82. 
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貨幣量で同じ商品の，以前より少ない量を購入する現象」9) とされる。この個別の商品価
値，貨幣価値の規定は，多数の一般商品，貨幣の価値規定にも適用され，多数の商品の平
均価値（「平均的商品価値」）の上昇または下落は「貨幣価値の下落または上昇」という現
象と同等であるとされる。しかし，その原因については，「貨幣の価値低下または平均的商
品価値の上昇は，大部分の商品の生産の困難，すなわち商品の騰貴によっても，あるいは
金という一商品の生産の容易化，すなわち貨幣の安価化によっても生ずる」 10)とされる。
そこでラスパイレスは， 「1850年来現われている貨幣価値の低下あるいは平均的商品価
値の増大は，商品価値の増大，あるいは貨幣価値の低下，あるいは両方から生じているの
だろうか？」 11)と問い，その解決の方法として， (1)金生産統計， (2)商品価格統計， (3)両方
に依拠する方法を挙げ，第2の「商品価格統計から貨幣の減価を判断する」方法が正しい
ものとみなす12)。彼はこの商品価格統計によって貨幣価値変動の測定を行なった研究と
して， (1)ゼートベアーとニューマーチの研究， (2)ジェヴォンズの研究を検討し，前述のよ
うな批判を与えている。ラスパイレスによると，ゼートベアーは， 42品目について1854/55
年の平均価格と1831/40年と1841/50年の平均価格とを比較し，次のような結論を下してい
； 「われわれは価格の一般的騰貴への増大した金生産の本質的影響はまだ証明されていな
いと確信する。……われわれはこの影響を積極的なものよりも消極的なものとみなす。追
求すべき主要なことは，金生産の増大によって，その増大がなかったならば不可避的に生
じたであろう金価値の騰貴あるいは価格の下落が一般的に妨げられたということであ
る。」 13)これに対し，ラスパイレスは「この期間に貨幣の増大の影響は単に消極的である
のみならず，積極的性質をもっていたと確信する」 14) と批判している。ゼートベアーと
9) a. a. o., S. 82. 
10) a. a. o., S. 83. 
11) a. a. o., S. 83. 
12) a.a. o., S. 84. ラスパイレス，は，第 1,第3の方法について，第1の方法は，当時
の教科書によくみられるもので， 「どの程度貨幣が減価し， 価格が騰貴しているかを
金の貯蔵の増大から判断する」方法であるが， 「商品価値の増大が一般に貨幣の減価
あるいは他の財貨の減価から導かれる正確な度合を測定することは不可能である」こ
と，第 3の方法も「これまでに根本的に追求されたことがない」ことを理由に，その
利用を否定している。
13) a. a. o., S. 84. Soetber. A., Das Gold. Im zwolften Bande der Brockh~us'schen 
,,Gegenwart", Leipzig 1856. 
14) a. a. o., S. 84. 
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同様な見解は有名な『物価史』の著者（トウークと共著）であるニューマーチにもみられ
る15)。ラスパイレスは前述のジェヴォンズの金価値低下説にも反対で，彼自身は物価騰貴
を商品側と貨幣側の双方の原因の複合作用として捉え，金価値変動を算術平均によって測
定しようとしたが，その目的は必ずしも明確に達成されなかった。しかし，金価値変動の
測定をめぐって展開されたジエヴォンズとラスパイレスの平均論争（幾何平均か算術平
均か）は，さらにパーシェ，ドロビッシュとの論争に発展し，今日のにL(ラスパイレス）
式， p (パーシェ）式の原型を生みだすことになった16)。
2. 貨幣の購買力測定と貨幣数量説
物価指数論は，ジェヴォンズ，ラスパイレスなどの先駆的研究を土台として，ェッジワ
ース，ミッチェル等の「確率的指数論」，ウォルシュ， I.フィッシャーなどの「テスト的指
数論」へと「発展」する。しかし，この「発展」も主として測定方法である指数算式論の
「発展」であり，その基礎にある貨幣価値変動理論は，個々に特殊な理論的特徴をもつと
はいえ，全体としては共通の考え方の上にたっていたといえる。それは名目主義的貨幣論
にもとづく貨幣数量説的見解である。そこでは貨幣価値，物価水準，物価変動などの諸概
念は，数量説的諸関係によって構成されている。この意味では，貨幣価値変動の測定論は，
I. フィッシャーの「貨幣の購買力」 (1920年）において，一つの完成をみたともいえよう。
1)エッジワースは，ジェヴォンズの指数論を継承し，「貨幣標準の価値の変動の確定と
測定の最良の方法の研究」1) を目的とする「不定標準指数」を論じている。彼の指数論は
15) a. a. o., S. 85. Tooke and Newmarch, A History of Prices, and of the state 
of the circulation from 1792 to 1856, London, 1928. Geschichte der Preise, 
s. 439. 
16)ジェヴォンズとラスパイレスの平均論争， さらにラスパイレス，パーシェ， ドロビッ
シの論争については，伊太知良太郎「ラスパイレスの談義」，「パーツェ談義」（『やさ
しい経済学Il」所収）参照。特にドロビッシの指数論については，高木秀玄「物価指
数の算式の原型をめぐって」（関西大学『経済論集』，第14巻第5号）参照。ジェヴォ
ンズ， ラスパイレスの平均論争の内容は次の文献に紹介されている；
Walsh. C., The Measurement of General Exchange-value, 1901, p. 266~274. 
The Problem of Estimation, 1921, p. 85~90. Laughlin. J., The Pninciples 
of Money, p. 150~156. (これには， ウォルシュの見解の検討も含まれている）
1) Edgeworth. F. Y., Measurement of change in value of money 1887-1889. 
Papers relating to political econmy, Vol. I, 1925, p. 247. 
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誤差法則の援用によって諸価格の変動分布の数理的性質から指数算式を導きだす方法で
り．それ故，「確率的指数論」 といわれる。 このような指数算式論の背後にある貨幣価値
変動論は，ジェヴォンズの考え方を継承したものであった。
ェッジワースはジェヴォンズの研究を評価し，「貨幣の供給の変化の仮定の下で，価格の
諸々の変化をそれに相応する取引量に関係なく組合せるジェヴォンズの方法は一部の人た
ちが考えるほど不合理なものではない」2) と述べている。彼の「不定標準指数」は，「完全
市場の様式に従って，諸価格が貨幣の供給に影響を与える変化につれて変わるという多数
の商品集団が存在するという仮説」8)の下での，「商品の数量」に関係のない指数であり，
貨幣数量説を前提とした指数である。彼は「この種の最も単純な仮説は，教科書にみられ
るように，諸価格が，他の事情等しければ，貨幣の数量につれて変化する命題である」4)
と述べている5)。
ェッジワースはジェヴォンズと同様な物価変動論の上に立ち，諸価格の変動の幾何平均
によって商品側の個別要因である諸価格の個別変動が相互に相殺され，貨幣側の一般要因
である貨幣価値変動，すなわちその変動の反映である一般物価水準の変動を測定しうるも
のと考えていた。彼はまたこのような幾何平均の経済理論的根拠とともに，その数理的根
拠として．①物価運動が下方に限界をもつが上方には限界をもたないこと，②物価変動分
布が幾何平均に相応する変異分布（非対称分布）を形成する場合が多いという点をあげて
2) Ibid., p. 247. 
3) Ibid., p. 233. 
4) Ibid., p. 234. エッジワースは別な個所においても， 「価格は貨幣の流入によって騰
貴するとき，『すべてのものは新しい様相を帯びる；労働と産業は生命を得る』」とい
うヒューム (Hume)の見解に同意している (Ibid,p. 204)。
5) 「確率的指数論」（エッジワース） と貨幣数量説との関係について， カズニエッツは
次のように評価している；「確率的指数論は，貨幣数量説の誤った命題に依拠してい
るとともに• A. ケトレーの真値の理論とも密接な関係をもっているので， 科学的諸
関係からみて全く根拠のないものである。この理論では，個々の商品価格の変動は貨
幣価値の変動の作用によって起こるとされている，……同時に．ェッジワースは価格
変動の基礎に，個別的商品の価格指数に存在する諸背離に，ある真値（貨幣価値の変
動）を措定するという別の誤った観念から出発している。」 (JI.C. KaaHHen, TeopHSI 
l1H,lleKCOB, MocKBa, 1963, 4aCTb I, fJiaBa 9, Byp箪yaaHhleTeop皿 H皿 eKCOB,
CTp, 262.) 
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いる6)。エッジワースの貨幣価値変動測定論の主要な内容は以上の如くであるが，この測
定論はミッチェル等7)によって継承された。
2)著書 r一般的交換価値の測定』を書き，貨幣価値測定論の独特な，綿密な研究を行
なったウォルシュも基本的には同様な貨幣価値論，物価水準論を論じている。ウォルシュ
は，まず四つの種類の価値概念(use-value,esteem-value, cost-value, exchange-value) 
を分析し， それらに共通な性質として， 「価値」は「欲望の対象」であり， 「“価値”は
一般に，あるいはある事情の下では，欲望の対象に与えられる強力 (valour)一勢力，ヵ
(might, power)ーである」 8)というような主観価値的規定を与えている。彼は，このよ
うな価値観に立って，交換価値 (exchange-value)は，彼の説明によると， スミス， リ
カードのように（ただし彼等にも混乱があったが）， 「実質価値」 (realvalue)一これは
「費用価値」 (cost-value) の別な表現で，労働価値説に通ずるとされる一と解釈するの
6) ウォルシュは， ェッジワースのこの誤差法則の援用による指数算式論に対し， 著作
「推定の問題』 (Theproblem of estimation)において，一定の批判を加えている。・
ウォルシュによると， 「物価変動の幾何平均の妥当性」は「物価がその運動において
下方に限界をもつが，上向に限界をもない」という物価変動の特性に求められるべき
であり， ェッジワースのように「個々の物価指数の分布型（分散）」に求めるべきで
はないとされる (Ibid.,p. 80)。「エッジワース教授は不幸にも確率計算を含む分散の
研究という迷路にはいってしまった。それは……貨幣の交換価値変動測定の目的のた
めの物価変動平均の研究とは関係がない」 (Ibid.,p. 81) と批判する。ウォルシュは
さらに，この指数算式への確率計算の適用に対し，同書の「確率と中位数」の項目の
中で詳細に批判している (Ibid.,p. 107~139)。
また，ェッジワース流の誤差法則の指数算式への援用は，前記の蠅川氏の論文「物
価指数の意味」にもみられ，蠅川氏は指数算式としての「価格の比率の平均」が商品
側の「個別的原因の作用を除去し」， 貨幣側の「一般的原因に伝える結果を明らかに
する」ものであり，それが客観的な「貨幣の価値」（「貨幣の絶対的価値」） を表現す
るものであることを明らかにしている （同上， 238~239ページ）。蠅川氏の物価指数一
論は，測定対象である貨幣価値の変動を価値形態論との関係において検討し，それが
労働価値説的意味における「貨幣価値の変動」（「経済活動に必要なる貨幣量の変化」）
を表現するものであることを明らかにした点において，画期的業績といえるが， しか
し，その指数算式論としての誤差法則の援用は， 諸価格変動の平均（「価格の比率の
平均」）が経済理論上「実質的意味」をもたない点において， 批判されている。 山田
喜志夫「物価指数の基礎理論一価値形態論と物価指数一」 (90~92ページ），参照。
7) Mitchell. W. C., The Making and Using of Index Numbers, New York, 1938. 
8) Walsch. C. M., The Measurement of General Exchange-value. 1901. p. 3. 
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ではなく，「相対価値」 (relativevalue)として把握すべきであるとする9)。そこでは，
交換価値の実体は問題とせず，単に交換される商品，貨幣の「相対価値」， すなわち，量
的交換割合のみが問題とされる。交換価値は「その所有者が他の財貨を獲得する財貨の
カ」であり，「物質的財貨の相対的性質 (relativequality)である」 10)と定義している。
そして「交換価値は…••他の財貨における同様な力と関連してのみ存在しうる財貨の力で
あり，交換される数量間の関係においてのみ」 11)捉えられるとしている。彼はまた，財
貨の交換価値について語ることは財貨の重さ，大きさ，かたさ，色につ語るのと同じであ
り，「交換価値は単に主観的なものではなく，それはまた客観的である」 12)ことを強調し
ている。彼は，個々の財貨の交換価値「「特殊な交換価値」）からすべての財貨の交換価値
（「一般的交換価値」）へとすすみ，「一般的交換価値」の測定の問題は諸々の財貨の「価値
尺度」であり「共通の分冊」である「貨幣の一般的交換価値」の測定の問題であり， それ
は貨幣と交換される一般商品の「価格変動の平均」によって測定されるとする。
ウォルシュは，以上のような「価値」論の上にたって，物価，物価水準，貨幣価値の関
係について次のように述べている； 「物価は単一の対象ではない。物価は比率である一貨
幣単位の価値に対する商品価値の比率である」 13)。物価水準は「風の吹く海洋の水面の
ような絶対的な対象として」は存在せず， 「物価の一水準はもう一つの時点のもう一つの
物価水準との比較においてのみ存在する。」 14)このように，物価および物価水準が比較時
9)ウォルシュは，スミス， リカードの価値論を検討し，その労働価値説側面 ("real 
value"→ "cost value")を否定し，その主価値説側面 ("nominalvalue", "relative 
value")を評価し， ジエボンズの主観価値説とつないでいる (Ibid., p.3~6)。 ウォ
ルシュはまた別の個所で． 「貨幣の一般的交換価値の測定」は． その生産費の変動
（「商品の cost-valueの変動」）の測定ではなく，「相対価値」としての「交換価値」
(exchange-value)の変動の測定にあることを強調している (ibid., p. 24~25)。
このように，ウォルシュの価値論は労働価値説の強い否定の上に成立している。
10) Ibid., p. 7. 
11) Ibid., p. 12. 
12) Ibid., p. 9. 
13) Walsch. C. M., The Problem of Estimation, 1921, p. 69. ウォルシュ1丸同書
において，主として数理統計学の基本問題一(1)平均をめぐる論争， (II)平均と誤差，
(II)偏差と変動を論じ．数理的側面から指数問題の研究を行なっている。 「価格の変
化」は「偏差より変動」であるという言葉にみられるように，物価変動の数理的性質
の分析も興味深いものがあるが，ここでは，その数理的研究の基礎にあるウォルシュ
の経済理論的命題に言及するにとどめる。
14) Ibid., p. 70. 
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点間の諸価格の変動の平均にすぎず，比較による一種の「相対量」であることが示めされ
ている。さらに，貨幣価値（「貨幣の交換価値」）の変動は，物価水準の変動の逆の関係に
あり，それはおおまかにいえば， 「商品の数葦と流通」に対する「貨幣の数量と流通」の
「相対的変化」であるとされる15)。 このことから， 貨幣価値変動の測定において「貨幣
の交換価値の逆の変動を測定するための価格変動の平均化」 16) が問題となり，指数算式
論が検討されることとなる。以上述べたウォルシュの見解は，細かな点で独特な面もみら
れるが，大筋としては貨幣数量説的見地が貫ぬいている。
3)いわゆる＜フィッシャーの交換方程式＞を提示し，数量説の「精密化」を行なった
I・フィッシャーは，著作「貨幣の購買力』の冒頭において次のような基本的な考え方を
示めしている。 1.フィッシャーは，まず「価値概念」について，非常に形式的な規定を与
えている； 「価値概念を明確にするためには，先ず富の移転，交換および価格の三つの基
本概念」において論じられるべきであり，「富の移転はその所有の変更」ではあり，「交換
相互にかつ任意に行なわれる二つの移転，しかも相互に他を考慮して行なわれる移転から
成立するものである」 17)とし， 価値の実体を説明せず， もっぱら二つの富の数量的関係
として「価値」を捉えている。彼は「いかなる種類の富の価格も，その富の各々が本来い
かに測定されようとも，二つの物量 (physicalquantity)の比率にすぎない」 と述べ，
「いかなる種類の富の価値もその価格にその数量を掛けたものに外ならない」 18) という
形式的，数的規定を与えている。
このような価値概念の上にたち，フィッシャーは「貨幣流通の速度及び商品取引の数量
に変動のない限り，物価水準は貨幣の数量（小切手は除外して）と正比例して変動す
る」 19) という貨幣数量説を展開しているのだが，数量説については次章で検討すること
にして，彼の貨幣価値論についてだけ言及しておこう。彼は貨幣を「財貨との交換に広く
収受されるもの」 20)と規定し，「貨幣は其の実体の如何にかかわらず，一般に授受せられ
15) Ibid., p. 72. 
16) Ibid., p. 73. 
17) Fisher Irving, The Purchasing Power of Money. 1920. p. 3. 金原，高城訳
「貨幣の購買力』， 4ペー ジ。
18) Ibid., p. 4. 訳書， 4ペー ジ。
19) Ibid., p. 14. 訳書， 18ペー ジ。
20) Ibid., p. 8. 訳書， 10ペー ジ。
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る物であ」 21)という名目主義的定義を与えている。彼はこのような貨幣観にたち，貨幣
の価値，すなわち貨幣の購買力を，これまでのどの論者よりも明解に説明している； 「貨
幣の購買力は貨幣の一定数量を以て交換し得る他の財貨の数量に依って表示せられるもの
である。だから，財貨の価格が低ければ，貨幣の一定数量を以て交換し得る他の財貨の数
量は多いのである。換言すれば，貨幣の購買力が大なのである。是に反して，物価が高け
れば，一定額の貨幣を以て交換し得る財貨の数量は少ない。即ち貨幣の購買力が低いこと
になる。換言すれば，貨幣の購買力は物価水準の逆数であって，貨幣の購買力の研究は即
ち物価水準の研究に外ならないのである。」 22)
フィッシャーは，このような貨幣数量説的貨幣価値変動論の上にたち，彼独自の測定方
法を提起している。交換方程式 MV=エPQ=PT, ここで Tは「商品取引数量」， Pは
「各種財貨の売買価格の平均を表示する『物価指数』」とされる。物価指数 (P)の算定で
は， Q (商品数量）は異なる単位によって計量されているので，これを「共通の単位」に
換算するため， 「基準年と称するある特定•1)年において 1 ドルに相当した財貨の数量」を
単位とすることを提唱している28)。だが， この方法は現実の算定の困難性ゆえに，実際
的有効性をもたなかった。
周知のように， この外， フィッシャーは，著害「指数の作成』 24) において， 種々の
「テスト」方法（「時点逆転テスト」と「要素逆転テスト」）を論じ，すべての対象に妥当
する単一の指数＝「理想算式」 (L式と P式との幾何平均）を提起しているが，『貨幣の購
買力』で述べられた彼の経済理論との関係は不明であり，全く純数学的，形式的観点から
構成されているので，物価指数の数学主義，形式主義の代表として，多くの批判を受けて
いる25)。
21) Ibid., p. 9. 訳書， 1ペー ジ。
22) Ibid., p. 13~14. 訳書， 17ペー ジ。
23) Ibid., p. 195~196. 訳書， 252~253ペー ジ。
24) Fisher Irving, The making of index numbers. 1922. 
25) 1)フィッシャーの物価指数の観念の検討とその労働価値説的意味については，蠅川
虎三，「物価指数の意味」（『統計学研究1』所収）参照。蠅川氏は， 労働価値説の立
場から，貨幣購買力測定を目的とするフィッシャーの指数概念を検討し，物価指数が
「経済活動に必要な貨幣量の変化」（「貨幣の絶対的価値変動」） を表現するものであ
ることを明らかにしている。この点，詳しくは前記の山田氏の論文「物価指数の基礎
理論」，参照。
2)またはソヴェトのプルジョア指数論批判においては，その代表論者としてフィッシ
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3. 主観的貨幣価値測定と所得指数
貨幣価値変動の測定はこのように貨幣数量説との密接な関係において展開された。しか
し， 1920年に入ると，名目主義的貨幣理論の新たなる「発展」に対応して，貨幣価値変動
測定論は貨幣数量説とともに一定の批判が加えられ，物価指数論は新たな展開をみせるに
いたった。従来の測定論では，ある意味では「客観的」貨幣価値変動を対象としていた。
そこで「客観的」というのは，もちろん労働価値説的意味ではなく，貨幣価値が「客観的
交換価値」すなわち客観的な「量的交換比率」（貨幣と交換される商品の数祉）によって表
現されるという意味である。これら考え方に対し，ケムプリシヂ学派のマーシャル，ケイ
ンズ，後期オーストリア学派のウィーザー， G.ハーバラー等が一定の「批判」を加え，新
たに「消費指数」および「所得指数」が提起されるにいたった。それは，いづれも「経済
主体」の個人的，主観的貨幣価値論から出発している。殊に，ウィーザーとハーバラーの'
所得指数は，「主観的貨幣価値」（「貨幣の効用価値」）説と所得数量説にもとづくものであ
り，後の限界効用理論に全面的に依拠し，「生計費変動の測定」（これも貨幣価値変動測定
の別な表現ともいえる）を主要課題とする「関数論的指数論」の成立を用意するものであ
った。
1)マーシャルは『貨幣・信用及商業』(1922年）の中で，「貨幣の一般的購買力」は「1
国に於て（あるいは他の場所に於いて）諸商品が実際に， そこで消費される割合に応じ
て，貨幣がその諸商品を購買し得る力を意味する」 1)と規定し，それは「完成商品の最終
ャーの「テスト的指数論」をあげ，その数学的，形式的方法に対して批判を集中して
いる。例えば，カズニエッツは「指数のテスト理論は科学的基礎に欠けている。それ
は指数作成の経済問題を，あらかじめ与えられた若干の要請を満たす指数作成の数学
問題にすりかえている」と批判している (Ka3HHeU,TeopHSI HH八eKCOB,CTp. 279)。
資本主義諸国の経済指数の具体的検討を行なったニキーテインも， 「指数公式， なか
んずく物価指数の公式を一定の非経済的要請によって作成し，分類する最も主要な試
み」として，フィッシャーの指数理論をあげ，それが経済理論上一定の有用性をもっ
ことを認めながらも，「フィッシャーの見解の本質」が「経済的判断」ではなく，「純
粋に形式的な要請」による「形式的テスト」にある点に批判をむけている (HHKHTHH
C. M., 3KoHoMH'leCKHe H皿 eKCbl B KaIIHTaJIHCTH'leCHX CTpaHaX, ≪Ha邪 a≫,
1965, CTp, 29~30)。 しかし，フィッシャーに限らずプルジョァ指数理論の批判は，
単に方法論的批判にとどまることなく，その背後にある経済理論の批判へと深化する
必要がある。
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消費者によって支払われる小売物価 (retailprices)に関して測定されるべきである」 2)
と述べている。マーシャルは「価格変動は同一でも 1国に於ける相異なる貨幣に種々異な
る影響を及ぼす」 8)ことから，社会を構成する各階級ごとの，特に勤労者階級の「貨幣の
一般的購買力」の算定（「生計費指数」の算定）を重要視している。マーシャルのこのよ
うな測定論の背後に，貨幣数量説の一変種である「現金残高数量説」の考え方がある。
マーシャルは，貨幣需要の側面の分析を重視し1国の通貨の総量は，各人が通貨の形態
（現金残高として）で保有する購買力＝「常時購買力」 (readypurchasing power)の
総量に等しく，それは所得または資産の一定部分を構成するとみなす。そこで，貨幣数量
の増減は，各国民の保有する「常時購買力」の貨幣数量を増減させ，その結果，貨幣価値
を減少または増大させ，物価の上昇または下落をひきおこすとされる4)。この考え方は，
貨幣価値または物価水準が所得数量（現金残高）と比例して，増減または騰落するという
「現金残高数量説」（また「所得数量説」）の基本的な考え方であり， ケインズに引継が
れ，後に「流動性選好」理論に結実することになる。
ケインズは，このような「現金残高数量説」を引継ぎ， 貨幣購買力の測定として， 「消
費指数」を方法を提起している。ケインズは， 「消費指数」論を展開するに当り，旧来の
貨幣価値変動測定論の誤謬は「貨幣の購買力」を「特殊な通貨標準」において捉えた点に
あると批判する。ケインズによると，ジェヴォンズ，ェッジワース，ボーレなどは，「貨幣
の購買力」とは異なった「貨幣それ自体の価値」 (valueof money as such), あるいは
「貨幣の固有価値」 (intrinsicvalue of money)を測定しようとしていたとされる。ヶ
インズは，ジェヴォンズ，ェッジワースの「一般物価の客観的平均変化」などは存在せず，
幾何平均算式による「貨幣（金）価値」それ自体の変動の測定などは「蜃気楼」を追って
いたようなものだと批判する5) (しかし，ケインズのこの批判は必ずしも妥当ではない。
何故ならジェヴォンズは貨幣（金）の内在的価値を論じたのではなく，もっぱら貨幣と商品
との「相対価値」（交換比率）を問題としていたにすぎぎないから）。ケインズは「人が貨
幣を保有するのは•••その購買カー即ち貨幣が購買すべきもののため」でありその貨幣の購
1) Marshall. A., Money Credit and Commerce, Macmillan & Co, 1923, p. 21. 
松本訳『貨幣・信用及商業』， 41ペー ジ。
2) Ibid., p. 30. 訳書,59ペー ジ。
3) Ibid., p. 30. 訳書,59ペー ジ。
4) Ibid., p. 43~48. 訳書,83~94ペー ジ。
5) Keynes. J.M., A Treatise on Money, Volume 1., The pure theory of Money, 
1930. p. 80~86. 鬼頭訳『ケインズ貨幣論」（第1分冊）， 101~109ペー ジ。
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買力は「貨幣の1単位が購入する財貨とサーヴィスの量に依存するのでそれは合成商品
(composite commodity)の価格によって測定される」 6)とする。そして「個々人の一
定社会は，消費のための財貨とサーヴィスとの購入に彼等の貨幣所得を費す」ので，「貨幣
の購買力は消費の対象としての重要さに従って加重された財貨とサーヴィスの貨幣1単位
が購入する量によって測定される」7)とする。ケインズはこれを「消費指数」 (Consump-
tion Index)と呼んでいる。
このように， 従来の貨幣価値変動論が貨幣数量説的図式によって構成され， 「客観的貨
幣価値」あるいは「貨幣の一般的交換価値」の変動が諸商品価格変動（殊に卸売物価変動
）の測定から「直接的」に把握されるとしたのに対し，マーシャル， ケインズは， 「現金
残高数量説」の見地から，貨幣価値＝貨幣の購買力を「経済主体」である国民各人（消費
者）の立場から捉え，消費者によって「現実に」消費される財貨の価格（「小売物価」）あ
るいは「財貨とサーヴィスの量」によって測定しようとしている。そこでは，経済全体に
通ずる「客観的」貨幣価値論は後退し，消費者個人あるいは消費者諸階層（殊に勤労者階
級）にとっての貨幣価値が問題とされる。この考え方は，ウィーザー ハーバラにいた
って，さらに押し進められる。
2)ウィー ザー は， 貨幣論の領域において， 貨幣価値（固有価値）への主観的価値説
く限界効用理論）の最初の適用者であるとともに，所得数量説の最初の提起者として知られ
ている。前者の問題すなわち貨幣の固有価値の決定原理としての限界効用理論の適用は，
後にミーゼスによって詳細に展開された，いわゆる「貨幣価値の歴史的連続性」の構想を
生み出した8)。しかし，彼の業績はむしろ，貨幣価値変動論としての所得数量説にあっ
6) Ibid., p. 53. 訳書,65ペー ジ。
7) Ibid., p. 54. 訳書,66ペー ジ。
8)ウィー ザー は， Der Geldwert und seine Veriinderungen, Schriften Bericht, 
Schriften des Vereins fir Sozial politik, Bd. 132, 1909. (安田訳『貨幣論集」
所収）において，「貨幣の個人的交換価値」（「貨幣の主観的価値」）は「その大きを．
一般的価値法則に応じて，在高 (Vorrat)と容盤 (Bedarf) とによって決定される
ところの依存的な限界効用から受ける」 （ここで在高とは「その経済期間中に用いる
所得」，要量とは「総欲望状態」をさす） (a. a. o., S. 507. 訳書88ペー ジ） と述べて
いる。すなわち， 「貨幣の主観的価値」は常に客観的価値を前提とし，一定の貨幣所
得と欲望状態において貨幣と交換に得られる他の財貨の主観的価値ー限界効用によっ
て規定される。しかし，その前提たる客観的交換価値は昨日の市場における個人の主
観的評価によって形成される。そこで， 歴史的にたどって行くと， 貨幣の交換価値
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た。彼は貨幣価値を「個人的貨幣（交換）価値」と「国民経済的貨幣（交換）価値」に二
分する。前者の「個人的貨幣価値」は限界効用法則の適用による「貨幣の主観的価値」論
として論じられ，後者の「国民経済的貨幣価値」は「貨幣が国民経済的過程によって，総
てのひとに無差別に所与の物価水準の大きさに従って有するところの適用力」 9)と規定さ
れ，「客観的貨幣価値」に相当するものとされる。 この「国民経済的貨幣価値」において
は，貨幣数量説と区別され，貨幣価値概念と一般物価水準概念とが相互に独立のものとし
て規定される。一般物価水準は，単に貨幣価値との反比例関係において捉えられるのでは
なく，商品側，貨幣側の双方の原因によって規定されるものとされ，「それ自体のみでは貨
幣の価値を示めさないで，貨幣の価値と商品のそれとの間に存する関係を示す」 10) もの
とされる。それ故， 「国民経済的貨幣価値」は「貨幣の国民経済的通用力」と理解され，
「商品の価値単位に対する貨幣単位の関係によって現われる通用力」 11) と規定される。
物価指数の測定対象は，この意味における「一般物価水準を通じて与えられる貨幣の価値
」とされる。
そしてこの貨幣価値の変動論として，貨幣数量説にかわって所得数量説が提起される。
ウィー ザー は， 貨幣数量説を①「需給供給法則の貨幣への引移し」， ② 「貨幣の機能を商
品のそれから十分に区別していない」 ことの2点にわたって批判しているが12), 基本的
には貨幣数量説を受容するものであり，貨幣数量に替って所得数量がその役割をはたすこ
とを主張する。彼は「貨幣の価値の職能学説」の立場から，貨幣の価値は「ただ交換に現▼
われる数量関係のみ」が問題であり，究極において「消費商品に関する交換行為において
のみ形成される」 13)と解釈する。それ故， この意味において「物価水準を決定する市~
事実」（「数量関係」）は，商品側としては「消費商品の総量」であり，貨幣側としては「国
は．その一般的交換手段としての貨幣の機能にもとづく価値評価に全く依拠しない，
財貨（商品）価値の有用性（効用）に帰着するというのである。ウィーザーは「貨幣
の価値は常に歴史的に与えられた大きさに結びつく， それは歴史的連続性を保持す
る」 (a.a. o., S. 513. 訳書96~97ページ）と述べている。ウィーザー， ミーゼスの「
貨幣の主親的価値」（「貨幣価値の歴史的連続性」）の吟味・批判については，岡橋保，
『貨幣価値論序説』，第2章「貨幣価値の歴史的連続性の構想の性格について」，参照。
9) a. a. o., S. 509. 訳書， 91ペー ジ。
10) a. a. o., S. 511. 訳書， 94ペー ジ。
11) a. a. o., S. 511. 訳書， 94ペー ジ。
12) a. a. o., S. 514~515. 訳書， 98~99ペー ジ。
13) a. a. o., S. 516. 訳書， 100ペー ジ。
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民経済的貨幣所得」であるとされる14)。そこで「国民経済において貨幣所得 (Geldein-
kommen)と実体所得 (Realeinkommen,実質所得～引用者） との間に存在する関係に
おいて，その時々の貨幣の価値は忠実に表現せられる」ことになる，すなわち「より大な
る貨幣所得が商品の同一の供給に対立すると仮定すれば，需要は同一の市場から獲得しう
るがためには，それに対してより高き貨幣価格を支払うことを余儀なくされ，一般物価水
準は商品の内在的価値が変動することなしに高くなって，従って貨幣の価値の変動が生じ
た，即ち，貨幣の価値が低下したことになる。」 15)これが所得数量説の基本的な考え方で
あり，それは貨幣数量説の一変種といえよう。
ウィーザーは，このような「貨幣の主観価値」説と所得数量説の上にたち，貨幣価値変
動の測定のための「所得指数」を提案している。彼によると，個人にとっての貨幣価値変
動は「名目賃銀 (nominallohn)と実質賃金 (Reallohn)との対立」によって捉えられ，
「国民及び世界経済の個人の総計」にとっての貨幣価値変動は「貨幣所得と実体所得との
対立一般」によって把握される16)。物価指数は後者によって貨幣価値変動を測定しよう
とするものであるが，しかし「通常の方法はかかる純粋な測定を我々に許さない。」 17)そ
こで， 所与の物価水準から出発し， 「いかなる実体的消費価値物が我々の時々の所得を顧
慮して獲得しえられるかを測定することにより，個人的貨幣価値を確定する」 18), それ
はさらに広げられ「若干の所得類型 (Einkommenstype)」が選出され，その「類型」毎
に，「実体支出」 (Realausgaben, 「この所得から支弁される物の数量」）が確定され，次
いで「実体支出と並んでそれに該当する貨幣支出」が示めされる，そして最後に「同一の
実体価値量が現行の物価の大きさに従っていかなる貨幣額において表われているかが年毎
に追求」される，こうして， 「物価指数は同時に所得指数」でなければならないというの
である19)。
3)以上の如き所得数量説と所得指数論を背景にして G・ハハフ のかの有名な『物
14) a. a. o., S. 516. 訳書， 100ペー ジ。
15) a. a. o., S. 517. 訳書， 101ペー ジ。
16) Wieser. F., Uber die Messung der Verlinderungen des Geldwrtes, Schriften 
des Vereins fir Sozialpolitik, Bd. 132, 1909, S. 545. 安田訳「貨幣論集』， 140
ペー ジ。
17) a. a. o., S. 545. 訳書， 140ペー ジ。
18) a. a. o., S. 546. 訳書， 141ペー ジ。
19) a. a. o., S. 546~548. 訳書， 142~144ペー ジ。
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価指数の意味」 20) (1927年）が書かれた。ハーバラーは， 周知のようにマックス・ウェ
ーバー流の「方法論的個人主義」の立場にたち，後期オーストリア学派の貨幣の効用理論
を前提にし，物価指数の経済的意味を明らかにするために旧来の貨幣数量説的貨幣価値論
に批判を加え，「客観的貨幣価値」を否定し，「主観的貨幣価値」の確定とその測定のため
の万斤得指数」を提起している。
ハーバラーは，「序論」において， 結論ともいえる三つの論点を明らかにしている。彼
はまず，物価指数の基礎概念である従来の貨幣価値，物価水準概念のあいまいさを指摘
し，それが前提にしていた「客観的な，また国民経済の全構成員にとっての同等な物価水
準あるいは貨幣価値の仮定は根拠のない謬見である」 21) と批判する。そこで，① 「主観
的な貨幣の購買力 (SubjektiveKaufkraft des Geld), 主観的物価水準のみが，また特
定の個人 (person)あるいは個人集団 (personengruppe)ごとの貨幣価値と物価水準が
問題とされうる」， ③「特定の個人ごとのある物価水準のみならず， より高次なものもの
についても語ることができる」，すなわち「同一の経済主体について，貨幣所得E1あるい
はE2が規定されるに従って，物価水準P1あるいはより高い物価水準氏が存在し得る」，
③ 「物価水準変動の厳密な計算は不可能であり，せいぜい，特定の個人の物価変動系数が
その間にある両限界 (Grenz)のみが確定されるにすぎない」，その両限界は L(ラスパイ
レス）式（上限）と P(パーシェ）式（下限）である22)。しかし，国民全構成員に同等な
「客観的貨幣価値」，いいかると「国民経済的物価水準 (VorkswirtschaftlichePreisni-
veaus)」が全く存在しえないわけではなく， それは「個人的物価指数の国民経済への延
長」として，「統計的偶然 (einstatistischer Zufall)」によって近似的に算定しうると
される23)。ここでは，第一の論点を中心にハーバラーの見解を跡づけてみよう。
ハーバラーはまず，ジェヴォンズ，ェッジワースなどの貨幣価値変動測定論を批判する。
20) Haberler. G., Der Sinn der Indexzahlen, 1927. なおハーバラーの貨幣価値論につ
いては， Haberler.G., Der Volkswirschaftliche Geldwert und die Preisindex-
ziffern, Weltwirtschaftliches Archiev, 30 Bd, 1929. S. 6**~17**. も参照。
またハーバラーの物価指数論の批判的研究としては，内海庫一郎「物価指数の意味に
関する一考察ーハーバラー説に就いて一」（『経済論叢』第45巻第3号），高崎禎夫「ハ
ーバラーの物価指数論について一限界値理論の基礎と方法ー」（広島大学教養部紀要
I『人文・社会科学」第5集）参照。
21) a. a. o., S. V. 
22) a. a. c., S. V. 
23) a. a. o., s. vr. この点，詳しくは， a.a. o., S. 120~122, 参照。
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これらの測定論の背後にある貨幣価値変動論は，前述の如く貨幣数量説的見解であり，幾
何平均算式によって商品側の個別的価格変動は相互に相殺され，貨幣側の一般的要因であ
る貨幣価値変動のみが測定されるという理論である。ハーバラーは，この理論が二つの仮
定から成り立っていることを指摘する；① 「貨幣側に作用するかかる原因（インフレーシ
ョンとかデフレーション）は価格を同じ程度で変動させるべき傾向をもっ」こと，R「こ
の撹乱的影響（商品側の個別的変動ー引用者）， 即ち種々の商品に作用する諸力は相互に
揚棄される」こと24)。彼はこれらの仮定は歴史的事実に反するし，「現代」の貨幣論（ウ
ィーザー，ミーゼス流の主観的貨幣論）からしても論理的整合性をもたないと批判する25)。
例として，ハーバラーは自らの貨幣価値変動の測定論を展開するに際し，方法論的問題と
して，「方法論的個人主義」 26)の立場から，各種の集合主義，普遍主毅に反対する。彼は
国民経済を個別的人間の経済行為から説明する； 「複雑な国民経済現象は， それを行為
に，あるいはより一般的に経済する人間の行動に帰せしむることに成功しないうちは余す
ところ解明されない」。27)彼は「集合概念」を「単位」と考えていけないという。その
例として，「物価水準と貨幣価値概念」があげられる。特に， ウォルシュの「貨幣の一般
的交換価値」（ハーバラーによると「貨幣の国民経済的交換価値」） とフィッシャーの「貨
幣の購買力」の測定論が例にあげられている28)。ハーバラーは「国民経的交換価値，即
24) a. a. o., S. 26. 
25)ハーバラーは特に第1の仮定について，それが貨幣数量説的見解であることに批判を
むけている；「諸々の財貨の価格は，種々の異なった度合でインフレによって騰貴
し，デフレによって下落するという事実を，それ（貨幣数量説ー引用者）は余りに考
慮しなすぎると批判される。ここでは，厳密な数量理論に対する多くの論駁について
言及するだけで充分である」。 (a.a. o., S. 27)。ハーバラーは，そこで特に「貨幣論
の基準文献」として， Mieses., Theorie des Geldes und . der Umlaufsmittel, 
1924. を示めしている。
26) a. a. o., S., 70. 
27)ハーバラーの「方法論的個人主義」は， ウェー バー ， F. カウマン流見解の上にたっ
ものであるが，詳しくは，前記の内海，高崎論文を参照。
28)ハーバラーは，「ウォルシュは貨幣の客観的交換価値が客観的国民経済的経済過程のす
べての参加者にとって等しい大いさであるという見解である。……りふ，しシよ丘輝粋. . . . . . . . .... . 
な一元論者である。指数による測定は，単位的対象を，即ち貨幣の国民経済的交換価............... 
箪を窺定註。一つの数は全ての目的に奉仕する」 (a.a. o., S. 74~75)と批判して
いる。同じことは， フィッシャーにも妥当し， 「彼にとって単にある時間に売られた
総ての財貨の平均価格を示す国民経済的物価水準のみならず，特殊な物価水準…•••も
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ち貨幣の購買力なる概念はそんな単純なものではない。それはいかなる時にもある種の価
格総括，価格水準を意味するにすぎない」 29) と批判し，普遍的，客観的な貨幣価値論を
否定する。貨幣価値変動測定の問題は， ハーバラーによると， 「オーストリア国民経済学
派」（後期オーストリア学派）にとって「自明」である「貨幣の効用価値 (Nutzendes 
Geld)」論（彼はこれを「主観的貨幣価値 (SubjektiveGeldwert)」と呼んでいる） 30) 
の立場からのみ解明される。「指数」（「二つの価格総和の比」）は， 「2時点の同一の結合
財の価格総額」（「両時点で同じ効用量を体現すると仮定されている」）の「比較」（「効用
比較」）によって， 「貨幣の効用価値」の変動を測定するものとされる31)。 しかし，ハー
バラーは，ウィーザー， ミーゼスなどの限界効用理論の貨幣価値への適用による「貨幣の
主観価値」説 (Grenznutzendes Geld, 主観価値説的意味における貨幣の限界効用）
をとらず，彼独自の「主観的貨幣価値 (SubjektiveGeldwert)」論を論じる。 それは，
「経済主体」である「個人」あるいは「個人集団」の「貨幣価値」であり，個人的，心理
的貨幣価値である。その内容は「実質所得」によって表現される。彼は，貨幣価値変動の
存存する。いかなる物価水準が測定されるにしても，他の財貨の価格が計算を基礎づ
けねばならない。しかし，最良の算式は，あらゆる場合に同等なもの，即ち『理想算
式』である」 (a.a. o., S. 75)ことを指摘している。ハーバラーは，これらの見解に
対し， 「われわれは経験的に（または理論の基礎の上に）一定のわれわれの関心のあ
る諸作用を一定の価格変動と結びつけることこら出発しなければならない。……いか
なる場合にも形式数学的考慮から貨幣価値概念を形成することはできない」 (a.a. 
o., s. 74)と批判している。
29) a. ao., s. 73. 
30)ハーバラーは「購買力概念」の解明のためには， 「それを効用に， すなわち経済主体
にとっての貨幣の意義」に結合する必要があるとし，ワイス (WeiB.F. X.)の次の
文章を引用している；「だがわれわれは次のように質問しなければならない；何故種
々の財の種々のウエイトが顧慮されなければならないのか。それは，われわれが財に
対する貨幣の一種のあいまいな交換関係のみならず，何か確定的なもの，即ち貨幣の
効用，まさにその総効用を測定しようとしていることから明らかである。……この言
葉の使用が明白に意味することは……厳密にいえば，個人は他者と正確に同じ財貨を
同じ量消費するわけではないので，各々の特定個人にとっての貨幣価値は変動すると
いうことである」 (a.a. o., S. 29. WelB. E. X., Die moderne Tendenz in, der 
Lehre von Geldwert, Zeitschrift fir Volkswirtschaft, Sozialpolitik und Ver-
waltung. XIX. Bd, Wien 1910, S. 502 f)。
31) a. a. o., S. 29~30. 
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測定方法として，「実質所得」の比較による「所得指数」を提起する。それはウィーザー
の所得指数の継承，発展であった82)。「所得指数」の基礎にある「実質所得」 (Realeink-
ommen)は， 三つの所得概念から構成されている； (1)「個人の経済的行為の結果として
の貨幣所得 (Geldeinkommen)」， (2)貨幣所得の支出によって購買した財貨の総量＝「自
然所得」 (Naturaleinkommen,その構成は価格状態によって変動する）。 この自然所得
は種々の相異なる財貨から構成されているので直接比較できない，そこで比較を可能にす
るために， (3)自然所得の背後にある「欲望の満足度」あるいは「快感の流れ」＝「心理的
所得」 (psychicincome)が設定される33)。すなわち「実質所得」概念は，「経済主体」
の「名目的貨幣所得」の支出によって購買された財貨の総量（「自然所得」）のもつ「主観
価値」（効用），すなわち「欲望の満足度」（「心理所得」）を意味する。この意味において，
物価指数は「効用の比較」であり， 「貨幣の効用価値」の変動を測定するものとされる。
問題は「心理所得」の測定であるが，これは個人の「欲望状態」に依存するので直接的測
定は不可能とされ， 「どの自然所得がより大きい心理所得を含むか， 即ちどの自然所得が
より大きい満足をあたえるか」は「経済主体の主観的選択」によって決定されるしかな
く，「国民経済学」は「せいぜい経済主体の所得に対する態度の類型学」を与えることし
かできないとする34)。
このようにハーバラーの「所得指数」における「実質所得」の比較の基礎には， 「経済
主体」の「欲望」あるいは「快感」の「満足度」という「主観価値」がおかれている。そ
のため「実質所得」の比較のためには，いくつかの「前提条件」がおかれなければならな
い。「実質所得」の比較すべき両時点において， (1)「他の諸事情が同等なこと」（（イ）「欲望
状態」一定，（口）「自由な諸財」と「一定の必需支出」の同等，料「気候的，文化的，社会
的諸状態」の同等）， (2)「自由な消費選択をもつ自由な市場の存在」， (3)「比較すべき貨幣
所得の差異がそれほど大きくないこと」 85)等々。これらの前提の上に，「実質所得」の比
32) ハー バラー は， ウイーザーの所得指数に対し， (1)「貨幣価値概念」のみ問題としてい
ること， (2)「個人的貨幣価値概念を直ちに個別経済から国民経済にうつす」こと， (3)
「実質所得の概念」の吟味をせずに，それを受容していること，の 3点についてその
不十分さを指摘しているが， 「この重大な欠陥にもかかわらず， ウィーザーはこの問
題を最も深く把握している」と評価している (a.a. o., S. 99)。
33) a. a. o., S. 81. 
34) a. a. o., S. 81~82. 
35) a. a. o., S. 84~85, S. 97. 
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較が行なわれ，その結果，いわゆる「限界値理論」が明らかにされた。その詳細は省略す
るが，それは要するに「両加重基礎算式 (L式と P式一引用者）は当該個人または階層の
ための物価変動係数がその中に存在する空間の両限界」を示めし，「L式は上限界を， P 
式は下限界」を与えるということである86)。この限界値理論は，後にA.コンユース87),
ボルトケヴィッチ88), R. フリッシュ39)等に継承され，いわゆる「函数論的指数論」へと
総合されていった。
JI 貨幣価値変動測定論の基本的特徴
以上考察したように，物価指数論の基礎にある貨幣価値変動の諸理論は，その論理の展
開においてそれぞれ特殊な内容をもっているが，大筋としては，すべて主観価値説（効用
理論）と貨幣数量説（所得数量説）に依拠している。本章では，貨幣価値変動の諸理論を
貫ぬく基本的特徴を検討し，貨幣価値変動の測定において，物価指数が何を対象とし，何
を表現（模写・反映）しているかを明らかにしよう。その際，貨幣価値変動を(1)名目主毅
的貨幣価値論， (2)貨幣数量説， (3)主観的貨幣価値論の三つの論点との関係において考察
し，物価指数の測定対象としての貨幣価値変動の経済理論的意味を検討する。
1. 名目主義的貨幣価値論
1)物価指数の基礎にある貨幣価値論は名目主義的貨幣学説に立脚している。貨幣学説
は，周知のように大別すると，貨幣素材にその本質を求める金属学説または金属主義
(Metallism)と貨幣の機能にその本質を求める名目学説または名目主義 (Nominalism)
の二つがある。名目学説の本質的特徴は，貨幣の客観的性質である貨幣の商品性（諸商品
の「一般的等価物」）を否定し， したがって貨幣の実体である貨幣の内在的価値（素材的
価値）を否定することにある。このことから，必然的に貨幣の機能にその本質を求める機
36) a. a. o., S. 97. 
37) KoHlOC A. A., Tipo6孔eMaHCTHHHOro H皿excaCTOHMOCTH皿H3HH.9KOHOM四 e-
CKHJ!: 610皿 eTeHbKOHblOKTypHoro HHCTH可Ta,1924, J¥Ji9~ 10. The problem of 
the true index of the cost living. Econometrica, No. 7, 1939. 
38) Bortkiewicz. L. V., Die kaufkraft des Geldes und Messung. Nordisk Statistisk 
Tidskrift Bd. 11, 1932. 
39) Frisch Ragner, Annual Survey of General Economic Theory : The Problem 
of Index Numbers. Econometrica, Vol. 4. 1936. 
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能主義的見地が生じ， 「一般的等価物」 としての貨幣の価値尺度機能の否定とその流通手
段，支払手段などの諸機能の一面的特殊化が帰結される。
例えば，ジェヴォンズは「貨幣は交換の尺度及び価値の標準であり，交換の媒介物であ
る」1)と規定し，交換手段（流通手段）と価値尺度（貨幣の内在的価値は否定されているの
で，単なる価格標準として）機能を重視する。貨幣数量説の代表論者， I.フィッシャーは
貨幣に「貨幣の実体如何にかかわらず，財貨との交換に広く収受せられるもの」 2)という
機能主義的規定を与えている。また，所得数量説の創始者，ウィーザーは，「金属主畿」に
反対し，自ら「職能論」（機能論）の立場に立ち，貨幣の本質を交換手段のうちに求め，「貨
幣は，一定の交換手段に対して一般的受領慣習 (Massengewohnheitder Annahme) 
がうち樹てられるやいなや，その本質的形態によって成立する」 8)と規定している。この
ように，物価指数論の基礎にある貨幣論は，貨幣の実体（貨幣の内在的価値）の否定の上
にたつ機能主義的名目学説に立脚している。この名目主義的考え方はその貨幣価値論に集
約的に表現されている。
2)貨幣価値変動測定論の基礎にある貨幣価値，貨幣の購買力の概念は， 貨幣数量説
（所得数量説）と密接な関係において論じられている。数量説との関係は後述することに
して，ここではその「貨幣価値論」について考察してみよう。周知のように，主観価値説
では，財貨（商品）の価値は主観的な効用によって証明される。しかし，固有な意味での•
貨幣の価値（内在的価値）はその機能主義的把握ゆえに問題とされず（後期オーストリア
学派の「貨幣の主観価値」説を除いて），貨幣と交換される商品の価値（効用）によって
受動的に説明されるにすぎない。そこでは貨幣価値は商品価値の反映にすぎないのであ
る4)。主観価値説における貨幣価値は，このような「反映価値」論の見地から，貨幣と商，．
1) Jevons. W. S., Money and the Mechanism of Exchange. (First Ed, 1875), 
Tokyo, Uhikaku, 1889, p. 8. 松本訳「貨幣及び交換機構』， 1ペー ジ。
2) Fisher. I., The Purchasing Power of Money, p. 8. 邦訳『貨幣の購貴力』， 10ペ
ジー。
3) Wieser, Theorie des Geldes (allgemeine Lehre von Gelde). Artikel .,Geld" 
in Handworterbuch der Staatswissenshaften, IV. Bd, Jena, 1927, S. 681. 安田
訳「貨幣論集』， 150ペー ジ。
4)岡橋氏は，貨幣の固有価値の必要性を主張する金属学説（素材価値学説）と機能価値：
学説以外の名目学説（殊に「指図証券学説」）においては，「貨幣の主観価値はそれを
もって獲得される商品の効用に依存し， したがって貨幣の主観価値がかえって客観価；
値を前提し，前者は後者の反映であるばかりでな<.後者もまた商品価値の反映であ
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品との「相対価値」を意味するにすぎず，単にその交換価値（「量的交換比率」）のみが問
題とされる。したがって貨幣価値は，流通過程における貨幣の購買力，すなわち貨幣単位
によって購入される商品の数量によって表現されることになる。ジェヴォンズの「交換比
率」，ウォルシュの「貨幣の一般的交換価値」，フィッシャーの「貨幣の購買力」は，ニュ
アンスの差があるとはいえ，すべてこの意味である。したがって，そこでは，商品側，貨
幣側の要因の区別なく，商品と貨幣との「量的交換比率」の変化をもたらすものはすべ
て，貨幣単位によって購入される商品数量の変化に示めされ，貨幣価値の変動とみなされ
る。このような考え方の基礎には貨幣数量説がある。
2. 貨幣数量説的貨幣価値変動論
物価指数の測定対象としての貨幣価値変動論あるいは物価水準変動論は貨幣数量説的論
理関係において構成されている。所得数量説（あるいは現金残高数量説）は基本的には貨
幣数量説の「継承」，「発展」であり，貨幣数量説の一変種である。名目主義的貨幣論は，
前述のように，貨幣の固有価値を否定し，価値尺度機能にかえて，流通手段機能をその本
質的機能とみなすことから，貨幣価値の商品価値の反映性を唱くことになり，必然的に貨
幣数：量説に結びつくことになった。
貨幣数量説は， マルクスのいうように， 「価値章標の流通の法則に照応して，商品の価
格は流通する貨幣の量によって決まるのであって，逆に流通する貨幣の量が商品の価格に
よって決まるのではない，という命題」 5)すなわち「貨幣流通の法則」の否定の上に立っ
ている。数量説は，歴史的には7世紀のイタリアの経済学者によって唱えられ， 18世紀に
ヒュームによって明確に定式化され，ジエームズ・スチャート， D. リカード等によって
鯨され， I.フィッシャーによって「数量方程式」に「精密化」された。周知のようにマ
ルクスはヒュームの流通理論に次の要約を与えている；「(1)一国の諸商品の価格は，その
国に存在する（現実的または象徴的）貨幣の量によって規定される。 (2)一国に流通してい
る貨幣は，その国に存在するすべての商品を代理する。……(3)商品が増加すれば，それら
ることが説かれる」（『貨幣論』．春秋社,41ページ）と述べ，貨幣の固有価値の否定，
その反映性の主張が，不可避的に貨幣数量説さらには所説数量説に導かれていくこと
を明らかにしている。
5) Marx Karl, Zur kritik der Politischen Okonomie, Karl Marx• Friedrich 
Engels Werke, Band 13. Dietz verlage, Berlin, 1969. S. 135. 邦訳「マルクス
• エンゲルス全集』（大月書店），第13巻， 136ペー ジ。
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の価格が下落し，つまり貨幣の価値が上昇する。貨幣が増加すれば，逆に諸商品の価格が
騰貴して，貨幣の価値が低下する。」 6) ここに示めされた基本的な考え方はその後の貨幣
数量説の諸理論の基礎にある根本思想をなしている。貨幣数量説の大筋の考え方は以下の
如くである。
貨幣価値はその固有の内的価値をもたず，流通において外的に形成され，貨幣の数量に
直接的に左右される。貨幣価値は貨幣単位で購入される物の量で表現されるので，貨幣の
購買力ともいわれ，貨幣の数量に反比例する。また商品の数量および貨幣の回転速度を一
定とすると，貨幣の数量の変動は価格（価格水準）に対して直接的に比例的な変動を起さ
せる。いいかえると，物価水準の上昇または貨幣の購買力（貨幣価値）の低下は貨幣数量
の増加によって生じ，物価水準の下落または貨幣の購買力（貨幣価値）の上昇は貨幣数量
の減少によって起る。
I. フィッシャーは貨幣流通量に銀行預金の流通量も加えてこの数量的諸関係をいわゆる
＜フイッシャーの交換方程式＞に定式化した； MV +M'V'=PT (Mは貨幣， V はその
流涌速席， M'は銀行預金， V'は預金の流通速度， Pは商品の価格， T はその取引量）。
この式を変形すると， P= MV+M'V' T と書きかえられ；価格 (P)はV,V', Tを定数
とすると，貨幣数量 (MとM')に比例することが示めされる7)。
物価指数論においては，多くの場合，この数量説的意味における貨幣価値変動，貨幣の
購買力変動の測定が問題とされる。貨幣数量説における貨幣価値（購買力）については，
次のような明確な批判的規定が加えられている；「貨幣は価値なき交換要具であって， 貨
幣はその商品に対する量的関係を示すところの流通のうちにあって，価格の形態で価値を
得るのである。貨幣は流通のうちにあって作用するために価格を取得し，購買力と名づけ
られる機能価値を得る。」 8) 「貨幣の購買力とは貨幣の価格に外ならぬ。それは貨幣単位
で購買される物の量によって規定され，貨幣の購買力は貨幣の数量に反比例する。貨幣の
購買力は一般的な価格水準に逆比例する。」 9)この意味において，貨幣価値変動の測定は，
6) a. a. o., S. 137. 同上，.138ペー ジ。
7) Fisher. I., The Purchasing Power of Money, p. 48~49. 邦訳『貨幣の購買力』，
63~64ペー ジ。
8)コムアカデミ経済研究所共同著作『貨幣と信用』（資本主義篇），米村正一訳，ナウカ
社， 136ペー ジ。
9)同上， 155ペー ジ。
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反比例的関係において物価水準の測定と同義とされる。しかし，ここでいう物価水準（価
格水準）の概念は諸商品価格の総合的，一般的状態の動きを示す，きわめて漠然とした概
念である。現実には，物価水準は諸商品（実際は特定の商品グループ）の価格変動の平均
とみなされ，比較する時点の諸商品価格の比率の平均（これが物価指数）によって近似的
に表現される。したがって，それは，比較する期間の物価変動の程度の概括的，近似的表
現にすぎない。それ故，物価水準は特定の時点における物価の絶対的大いさ（絶対量）を
示すものではなく，一定の期間における物価変動の割合を近似的に示す一種の相対量をあ
らわすものである。
貨幣数量説では，この物価変動（物価水準の変動）の原因を貨幣側においてのみみる。
そこでは，物価変動の商品側の要因は個別的要因ゆえに度外視され，諸商品価格の運動は
究極的には，貨幣数量の変動の比例的結果とみなされ，貨幣数量が一義的，価格水準は二
義的，受動的とされる。それは「貨幣流通の法則」の否定の必然的結果である。前の章で
考察したジェヴォンズからフィッシャーにいたる貨幣価値変動測定論の変遷の背後にはこ
のような貨幣数量説的見解がある。ジェヴォンズの「金価値変動」の測定，ウォルシュの
「貨幣の一般的交換価値」の測定，またフイッシャーの「貨幣の購買力」の測定において
も，いづれも究極には物価変動（価格水準の変動）を貨幣側の要因からのみ把え， しかも
貨幣数量の増減が反比例的に貨幣価値（相対価値）の変動を，比例的に価格水準の変動を
もたらすものとされている。物価変動の測定を貨幣価値変動の測定と同義的に捉えるのは
この意味においてである。そこでは，物価指数は，諸商品価格（現実には，特定の商品ク＇
ループの価格）の変動の平均を算定することによって，諸商品価格の変動（価格水準）と
反比例関係にある貨幣価値（貨幣と交換される商品との「相対価値」）の変動を測定する
ものとみなされている。
3. 所得数量説と主観的貨幣価値論
貨幣数量説的貨幣価値論では，前述のように，貨幣価値は，その固有の意味の「内在的
価値」は問題とされず，貨幣と交換される商品の価値の反映としての「相対価値」として
把握され，貨幣と交換される商品の数量によって「客観的」に表現された。この意味にお
いて，そこでは貨幣の「客観的価値」が問題とされた。これに対し，所得指数論は「経済
主体」である「個人」（消費者）あるいは「個人的集団」（諸階層）の「主観的」貨幣価値
から出発する。旧来の名目主義的貨幣論では，限界効用理論は財貨の価値の決定原理であ
っても，貨幣価値の決定原理ではなかった。貨幣価値は，その「客観的」貨幣価値によって，
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すなわち貨幣と交換に入手し得る財貨（消費対象物）の効用によって間接的に主観価値を
有しているにすぎず，貨幣によって得られる消費対象物の効用の反映的な主観価値にすぎ
なかった。これに対し，後期オーストリア学派のウィーザー， ミーゼスは，限界効用理論
による商品価値と貨幣価値の決定原理の一元化をめざし，貨幣の固有価値への限界効用法
則の適用を試み，「貨幣の主観価値」説＝「貨幣価値の歴史的連続性」の構想を生みだし
た。それは，貨幣の固有の主観価値，すなわち貨幣の客観的交換価値を規定する主観価値
（効用）の存在を主張するものであり，貨幣価値の主観主義化を一層押し進めたものであ
った。このような「貨幣の主観価値」論とともに，貨幣価値変動論として所得数量説（ウ
イーザー）が提起された。それは物価水準を規定する主要な要因として，貨幣数量にかわ
って所得数量をあげる。所得数量の増大が一般物価水準を上昇させ，その結果貨幣価値を
下落させるというのである。 これは基本的には貨幣数量説の考え方を継承したものであ
り，貨幣数量を所得数量におきかえたにすぎない。そこでは貨幣価値は，究極には「消費
商品に関する交換行為」において規定され，したがって「貨幣所得と実体所得との対立」
による「実質的貨幣所得」によって表現されるとされる。このような所得数量説を背後に
おきながら，所得指数論が論じられた。
，，ヽーバラーは，所得指数論を展開するに際し，貨幣の固有価値への限界効用理論の適用
による「貨幣の主観価値」説をとらず， 「経済主体」の「個人」あるいは「個人的集団」
の「主観的貨幣価値」論の上にたつ。それは「貨幣の効用価値」とも表現され， 「経済主
体」が貨幣（所得）と交換に入手した財貨（消費対象物）の効用によって規定され，財貨
の効用の反映としての主観価値であった。この意味ではハーバラーは，貨幣の価値＝反映
価値説にたっている。また，この「主観的貨幣価値」は，旧来の「客観的」貨幣価値，す
なわち国民全体に同等な貨幣価値＝「国民経済的貨幣価値」の否定から出発しており， 「
経済主体」（個人）の「主観的」「心理的な」貨幣価値を問題とする。その「主観的貨幣価
値」の実体（内容）は，彼のいう「実質所得」によって与えられる。「実質所得」は，「貨
幣所得」の支出によって購入された財貨総量（「自然所得」）のもつ主観的価値（「効用」）
＝「欲望の満足度」（「心理所得」）によって決定される。これがハーバラーの「主観的貨幣価
値」＝「反映価値」の実体である。このように，彼の「貨幣価値」論は，主観価値説に立脚
するとはいえ，固有の意味の貨幣価値への限界効用法則の適用説（「貨幣の主観価値」説）
をとらないところに特徴があり，「経済主体」に同一の満足を与える貨幣支出額（「実質所
得」）の比較においても， 後の「関数論的指数論」のような「無差別曲線」の理論に依拠
しないことに特徴がある。 しかし，ハーバラーの物価指数論は， 限界効用理論（「消費者
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選択の理論」）に全面的に依拠する「関数論的指数論」の成立を用意する一つの研究段階
であった。「実質所得」の比較において，「同一の満足度」を与える貨幣支出の算定のため
の「主観的，心理的な前提条件」（「欲望状態」一定など）は，「比較」の客観性を保障する
ものではなく，結局「効用の可測性」の問題に帰着する。貨幣価値変動の測定問題は，そ
の「主観的貨幣価値」に移るにつれ，測定の「客観性」は後退し，主観的，心理的な「効
用」の測定という「迷路」に入り込むことになった。それは「貨幣価値の「客観性」の否
定そのものから始まり，後の「関数論的指数論」が「同一の満足度を与える貨幣支出」ぁ
るいは「等価性」の比較にかんする多くの「精緻」な理論を構成しながら，結局「効用の
可測性」の問題に寵面し，現実的有効性を発撓しえないでいる「現実の姿」に如実に示め
されているといえよう。
? ? ?
主観価値説的物価指数論における貨幣価値変動測定論は，名目主義的貨幣価値論と貨幣
数量説（所得数量説）に基礎をおいている。その要旨は以下の三点にまとめられる。
1)物価指数の測定対象の基本概念である貨幣価値論は，主観価値説に立脚する名目主
義的貨幣学説に依拠している。貨幣価値は，その「内在的貨幣」（素材的価値）は問題とさ
れず，貨幣と商品との量的交換比率によって表現される「相対価値」にすぎず，交換され
る商品価値の反映にすぎない。それは，貨幣の実体（一般的等価物としての特殊な貨幣商
品）を無視し，貨幣の機能（価値尺度ではなく，流通手段）に貨幣の本質を求める名目主
義的貨幣学説からの当然の帰結である。したがって，貨幣は単に流通（交換）手段とみな
され，貨幣価値は流通のうちで形成され，貨幣と交換される商品の数量によって規定され
る。それ故，貨幣価値は貨幣の購買力ともいわれる。この貨幣の商品性の否定，貨幣価値
の商品価値の反映性の主張は，必然的に貨幣数量説に結びつく。
2)物価指数の測定対象である貨幣価値変動論は貨幣数量説に立脚している。貨幣数量
説は， 貨幣を価値をもたない単なる交換手段とみなし， 貨幣流通の商品流通への従属性
（「貨幣流通の法則」）の無視から生じる。そこでは，貨幣は内存的価値をもたず，貨幣価値
（購買力）は流通において形成される。貨幣価値は，貨幣と商品との数量的交換関係（「相
対価値」）によってのみ把えられているので， それは貨幣の数量によって直接的に左右さ
れ，その大きさは貨幣の数量に反比例する。また貨幣数量の変動は，商品数量および貨幣
の回転速度を一定とすると，価格に対して寵接に比例的変動をひき起す。いいかえると，
価格水準の上昇あるいは貨幣価値（購買力）の低下は貨幣数量の増大によって起こり，価
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格水準の下落あるいは貨幣価値（購買力）の増大は貨幣数量の減少によって生ずるとされ
る。したがって，そこでは，物価変動の原因は究極的にはすべて，貨幣側の要因からのみ
把えられ，貨幣数量が一義的で，価格水準は二義的，受動的とされる。価格水準は貨幣価
値と逆関係にあり，貨幣価値変動測定は，逆関係において価格水準測定と同義とみなされ
る。
3)貨幣数量説が所得数量説へと「発展」するとともに，貨幣価値論は貨幣と商品との
「相対価値」（「量的交換比率」）という意味での「客観的」貨幣価値論から，「経済主体」
の「個人」（あるいは「諸階層」）の「欲望の満足度」（「効用」）を表現する「主観的貨幣
価値論」へと展開される。そこでは． 「経済主体」ごとの主観的， 個人的貨幣価値が問題
とされ，その内容は貨幣所得の支出によって購入された財貨の効用，すなわち「実質的貨
幣所得」によって規定されるとされる。 したがって，物価指数は， 比較される「経済主
体」の「同一の満足度」を示す「貨幣所得」の比較（「効用の比較」）の問題とされ， 「所
得指数」論が提起された。所得指数論では．いまだ「無差別曲線」等の限界効用理論の全
面的適用がみられないとはいえ，そこでは「効用比較」という意味での「主観的貨幣価値
」の変動の比較が問題とされており，後の「関数論的物価指数論」の成立を用意するもの
であった。
主観価値説的物価指数論の基礎にある貨幣価値変動論は以上のような内容をもつもので
ある。そこにおける物価指数の測定対象としての貨幣価値（貨幣の購買力）の変動は，貨
幣と商品との「相対価値」の変動を意味するにすぎない。労働価値説からみると，貨幣価
値の変動は諸商品価格の変動（無限の商品価格系列の変動）によって逆比例的に表現され
る1)。すなわちそれは物価表を逆に読むことによって示めされる。諸商品価格の変動は，
諸商品価格の無限性ゆえに，それ自体としては把握されない。そこで，諸商品（特定の商
品集団）の相異なる二時点間における価格の比率の平均を項とする時系列の算定，すなわ
ち物価指数の算定によって，諸商品価格の変動（物価変動）の度合を近似的に表現するわ
けである。この物価変動の近似的表現である物価指数は，主観価値説においては，貨幣と
商品との「相対価値」（貨幣の購買力）の変動を表現するものとされる。そこでは， もち
1)「一般的等価物」（貨幣）自体の価値表現（「相対的価値表現」）については，価値形餓論................ 
の展開において，次のように規定されている；「一般的な等価の相対的価値を表現す. . . .  . . . ... . 
るためには……形態皿を顛倒しなければならぬ。…•••かくして今や，開展された相対. . . . . . ..。..........
的価値形態すなわち形態Iが，等価商品の独自的な相対的価値形態として現象する。」
（マルクス『資本論』（青木書店版），第一部上， 167ペー ジ）
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ろん労働価値説的意味における貨幣価値の諸変動ー(1)貨幣の絶対的価値の変動（貨幣商品
金の価値自体の変動）， (2)貨幣の実質的価値の変動（価格標準の法制的， 実質的変更によ
る貨幣価値の変動）， (3)貨幣の相対的価値の変動（商品側の価格変動の反映としての貨幣
価値変動）の区別はない。しかも諸商品価格の変動（物価水準の変動）だけからは，それ
がこれらの貨幣価値変動のいかなる反映かを区別する方法はない。したがって，相異なる
時点間の価格の比率の平均値の時系列（物価変動の近似的な表現）である物価指数は，こ
れらの貨幣価値の諸変動の複合的作用を概括的，近似的に表現するにすぎない。
本稿では，測定対象論を中心に考察してきたので，測定方法としての指数算式について
は附随的に言及したにすぎないが，指数算式の問題として，諸商品価格の変動（諸商品価
格の比率）の平均の実質的意味の検討の問題がある。経済理論上，諸商品価格の比率の平
均が実質的意味をもたないとすると，物価指数は，上述の意味においてさえ，貨幣価値変
動の指標といえなくなる2)。確かに，平均論の厳密な意味においては諸商品価格の変動の
平均は実質的意味をもたないが，物価変動の一つの目安として，一定の有用性を認めざる
をえない。物価指数は，厳密な意味での貨幣価値変動指標ではないが，貨幣価値の諸変動
の複合作用の近似的，概括的反映として（「貨幣の購買力」，限定された貨幣価値の変動の
意味において）， 貨幣価値変動の一つの指標として利用されうるであろう。物価指数論の
課題には，これらの理論上の諸問題の外，その具体的諸形態（卸売物価指数，小売物価指
数，消費者物価指数，生計費指数，デフレーター等）によって，指数作成の基礎にある価
格統計の吟味・批判の問題と指数作成上の諸問題（価格系列の選択，指数の基準とウエト
の確定，指数算式の選択，指数系列の結合，等々）の検討が残されている8)。物価指数論
では，測定対象の経済理論的検討とともに，それを踏まての，測定方法の諸問題の研究も
すすめられなければならない。
2)この点， 詳しくは， 山田喜志夫「物価指数の基礎理論一価値形態論と物価指数一」
（『国学院経済学」第16巻第4号）， 90~92ページ，参照。
3)物価指数作成上の具体的な諸問題の検討には， HHKHTHH. C. M., 9KoHOMH'leCKHe 
HH)leKChI B K8llHT皿 HCT四 ecKHXCTpaHax, 1965, CTp. 7~150. が参考になる。ニキ
ーティンは，資本主義諸国の物価指数を， (1)物価指数の作成方法の諸問題（物価指数
の一般的性格の規定，価格系列の選択，公式， ウエイト，基準の選択，改訂と結合の
問題）， (2)卸売物価指数， (3)小売物価指数，特に生計費指数， (4)デフレー ター ， の順
に，各国（アメリカ，イギリス，フランス，西ドイツ， 日本）の具体的な資料を利用
して，批判的に検討している。
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